
国立大学法人等を取り巻く最近の動向について

１．国立大学関係の平成 28 年度概算要求及び

平成 28 年度税制改正要望について--- １

２．国立大学法人の財務運営についての考え方 ----------------- ７

（参考）これまでの国立大学改革の流れについて --------------- 23

参考資料４
国立大学法人評価委員会

総会(第52回)H27.11.6





１
．
国
立
大
学
関
係
の
平
成
２
８
年
度
概
算
要
求

及
び
平
成
２
８
年
度
税
制
改
正
要
望
に
つ
い
て
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（
１
）
大
学
等
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
く
機
能
強
化
の
推
進

各
大
学
等
の
機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
た
取
組
を
き
め
細
か
く
支
援
す
る

た
め
、
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
の
中
に
３
つ
の
重
点
支
援
の
枠
組
み
を

新
設

国
立
大
学
経
営
力
戦
略
（
平
成
2
7
年
６
月
）

○
我
が
国
社
会
の
活
力
や
持
続
性
を
確
か
な
も
の
と
す
る
上
で
、
新
た
な
価
値
を
生
み
出
す
礎
と
な
る
知
の
創
出
と
そ
れ
を
支
え
る
人
材
育
成
を
担
う
国
立
大
学

の
役
割
へ
の
期
待
は
大
い
に
高
ま
っ
て
お
り
、
「
社
会
変
革
の
エ
ン
ジ
ン
」
と
し
て
「
知
の
創
出
機
能
」
を
最
大
化
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
国
立
大
学
は
、
法
人
化
の
メ
リ
ッ
ト
を
こ
れ
ま
で
以
上
に
生
か
し
、
新
た
な
経
済
社
会
を
展
望
し
た
大
胆
な
発
想
の
転
換
の
下
、
新
領
域
・
融
合
分
野
な
ど

新
た
な
研
究
領
域
の
開
拓
、
産
業
構
造
の
変
化
や
雇
用
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
新
し
い
時
代
の
産
業
を
担
う
人
材
育
成
、
地
域
・
日
本
・
世
界
が
直
面
す
る
経
済

社
会
の
課
題
解
決
な
ど
を
図
り
つ
つ
、
学
問
の
進
展
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
な
ど
に
最
大
限
貢
献
で
き
る
組
織
へ
自
ら
転
換
。

○
各
国
立
大
学
は
、

・
既
存
の
枠
組
み
や
手
法
等
に
と
ら
わ
れ
な
い
大
胆
な
発
想
で
、
学
長
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
を
発
揮
し
、
組
織
全
体
を
リ
ー
ド
す
る
将
来

ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
く
自
己
改
革
・
新
陳
代
謝
を
実
行

・
確
か
な
コ
ス
ト
意
識
と
戦
略
的
な
資
源
配
分
を
前
提
と
し
た
経
営
的
視
点
で
大
学
運
営
を
行
う
こ
と
で
経
営
力
を
強
化
。

○
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
は
、
大
学
の
枠
を
越
え
た
分
野
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
と
し
て
、
研
究
者
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
全
体
、
大
学
の
機
能
強
化
及
び
社
会
へ

の
貢
献
を
最
大
化
さ
せ
る
役
割
を
果
た
す
た
め
、
経
営
力
を
強
化
。

○
文
部
科
学
省
は
、
基
盤
的
経
費
で
あ
る
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
の
水
準
を
確
保
し
つ
つ
、
自
己
改
革
に
取
り
組
む
大
学
等
に
メ
リ
ハ
リ
あ
る
重
点
支
援

を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
規
制
緩
和
を
行
う
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
大
学
改
革
を
後
押
し
す
る
た
め
、
研
究
成
果
の
持

続
的
創
出
の
た
め
の
競
争
的
研
究
費
改
革
も
あ
わ
せ
て
実
施
。

（
２
）
自
己
改
革
・
新
陳
代
謝
の
推
進

・
機
能
強
化
の
た
め
の
組
織
再
編
、
大
学
間
・
専
門
分
野
間
で
の
連
携
・
連
合

・
「
学
長
の
裁
量
に
よ
る
経
費
（
仮
称
）
」
に
よ
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
改
革

・
意
欲
と
能
力
の
あ
る
教
員
が
高
い
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
発
揮
す
る
環
境
の
整
備

・
経
営
を
担
う
人
材
、
経
営
を
支
え
る
人
材
の
育
成
確
保

（
３
）
財
務
基
盤
の
強
化

収
益
を
伴
う
事
業
の
明
確
化
、
寄
附
金
収
入
の
拡
大
、

民
間
と
の
共
同
研
究
等
の
拡
大

（
４
）
未
来
の
産
業
・
社
会
を
支
え
る
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
形
成

「
特
定
研
究
大
学
（
仮
称
）
」

「
卓
越
大
学
院
（
仮
称
）
」

「
卓
越
研
究
員
（
仮
称
）
」

の
創
設

２
．
具
体
的
内
容

１
．
基
本
的
考
え
方
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国
立
大
学
経
営
力
戦
略
の
実
行
の
た
め
の
平
成
2
8
年
度
概
算
要
求

主
な
内
容

国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金

1
,1
3
6
,5
1
3
百
万
円
（
対
前
年
比
4
1
,9
6
7
百
万
円
増
）

国
立
大
学
経
営
力
強
化
促
進
事
業

1
8
,8
0
0
百
万
円
（
対
前
年
比
2
,0
0
0
百
万
円
増
）

【
機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
た
重
点
配
分
】

４
０
４
億
円
（
新
規
）

３
つ
の
重
点
支
援
の
枠
組
み
を
新
設
し
、
新
領
域
の
開
拓
、
地
域
ニ
ー
ズ
や
産
業
構
造

の
変
化
に
対
応
し
た
人
材
育
成
等
を
行
う
組
織
へ
の
転
換
を
促
進
。

重
点
支
援
①
：
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
人
材
育
成
・
研
究
を
推
進

重
点
支
援
②
：
分
野
毎
の
優
れ
た
教
育
研
究
拠
点
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
推
進

重
点
支
援
③
：
世
界
ト
ッ
プ
大
学
と
伍
し
て
卓
越
し
た
教
育
研
究
を
推
進

【
入
学
者
選
抜
改
革
へ
の
支
援
】

２
０
億
円
（
新
規
）

⇒
学
力
を
多
面
的
・
総
合
的
に
評
価
す
る
入
学
者
選
抜
へ
の
転
換
・
充
実
に
向
け
た

体
制
整
備
を
重
点
支
援
（
ア
ド
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
オ
フ
ィ
ス
の
整
備
・
強
化
等
）

【
大
学
間
の
連
携
・
協
力
に
基
づ
く
取
組
へ
の
支
援
】

３
９
４
億
円
（
３
１
０
億
円
）

⇒
「
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
」
及
び
「
教
育
関
係
共
同
拠
点
」
で
実
施
さ
れ
る

大
学
全
体
の
機
能
強
化
に
貢
献
す
る
教
育
研
究
の
取
組
を
重
点
支
援

等

機
能
強
化
促
進
係
数

（
仮
称
）
に
よ
り
捻
出

さ
れ
る
財
源
も
活
用

〔
第
2
期
中
期
目
標
期
間
〕

特
別
経
費

一
般
経
費

基
幹
経
費

（
学
長
裁
量
経
費
含
む
）

〔
第
3
期
中
期
目
標
期
間
〕

評
価
に
基
づ
く

メ
リ
ハ
リ
あ
る
配
分
を
実
施

特
殊
要
因
経
費

特
殊
要
因
経
費

【
学
長
の
裁
量
に
よ
る
経
費
の
区
分
】

⇒
学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
予
算
面
で
発
揮
し
、
組
織
の
自
己
変
革
や
新
陳
代
謝
を

進
め
る
た
め
、
教
育
研
究
組
織
や
学
内
資
源
配
分
等
の
見
直
し
を
促
進
す
る
仕
組
み

を
導
入
。

機
能
強
化
の
方
向
性

に
応
じ
た
重
点
配
分

高
等
教
育

共
通
政
策
課
題
対
応

【
附
属
病
院
の
機
能
・
経
営
基
盤
強
化
】

２
４
０
億
円
（
２
４
０
億
円
）

⇒
国
立
大
学
附
属
病
院
に
お
け
る
人
材
育
成
、
地
域
医
療
の
中
核
拠
点
、
高
度
先
進

医
療
な
ど
の
機
能
を
強
化
す
る
た
め
の
診
療
基
盤
の
整
備
支
援
策
を
拡
充

「
国
立
大
学
経
営
力
戦
略
」
（
平
成
2
7
年
6
月
1
6
日
文
部
科
学
省
）
に
基
づ
き
、
国
立
大
学
の
自
己
変
革
を
進
め
、
新
陳
代
謝
を
図
る
た
め
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る

教
員
が
よ
り
高
い
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
発
揮
す
る
環
境
整
備
や
経
営
を
支
え
る
人
材
等
の
育
成
・
確
保
等
を
推
進
し
、
国
立
大
学
の
経
営
力
の
強
化
を
促
進
す
る
。

※
括
弧
内
の
金
額
は
、
前
年
度
予
算
額

-3- 



【
重
点
支
援
②
】

【
重
点
支
援
③
】

北
海
道
教
育
大
学

名
古
屋
工
業
大
学

筑
波
技
術
大
学

北
海
道
大
学

室
蘭
工
業
大
学

豊
橋
技
術
科
学
大
学

東
京
医
科
歯
科
大
学

東
北
大
学

小
樽
商
科
大
学

三
重
大
学

東
京
外
国
語
大
学

筑
波
大
学

帯
広
畜
産
大
学

滋
賀
大
学

東
京
学
芸
大
学

千
葉
大
学

旭
川
医
科
大
学

滋
賀
医
科
大
学

東
京
芸
術
大
学

東
京
大
学

北
見
工
業
大
学

京
都
教
育
大
学

東
京
海
洋
大
学

東
京
農
工
大
学

弘
前
大
学

京
都
工
芸
繊
維
大
学

お
茶
の
水
女
子
大
学

東
京
工
業
大
学

岩
手
大
学

大
阪
教
育
大
学

電
気
通
信
大
学

一
橋
大
学

宮
城
教
育
大
学

兵
庫
教
育
大
学

奈
良
女
子
大
学

金
沢
大
学

秋
田
大
学

奈
良
教
育
大
学

九
州
工
業
大
学

名
古
屋
大
学

山
形
大
学

和
歌
山
大
学

鹿
屋
体
育
大
学

京
都
大
学

福
島
大
学

鳥
取
大
学

政
策
研
究
大
学
院
大
学

大
阪
大
学

茨
城
大
学

島
根
大
学

総
合
研
究
大
学
院
大
学

神
戸
大
学

宇
都
宮
大
学

山
口
大
学

北
陸
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

岡
山
大
学

群
馬
大
学

徳
島
大
学

奈
良
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

広
島
大
学

埼
玉
大
学

鳴
門
教
育
大
学

九
州
大
学

横
浜
国
立
大
学

香
川
大
学

１
５
大
学

１
６
大
学

新
潟
大
学

愛
媛
大
学

長
岡
技
術
科
学
大
学

高
知
大
学

上
越
教
育
大
学

福
岡
教
育
大
学

富
山
大
学

佐
賀
大
学

福
井
大
学

長
崎
大
学

山
梨
大
学

熊
本
大
学

信
州
大
学

大
分
大
学

岐
阜
大
学

宮
崎
大
学

静
岡
大
学

鹿
児
島
大
学

浜
松
医
科
大
学

琉
球
大
学

愛
知
教
育
大
学

５
５
大
学

【
重
点
支
援
①
】

主
と
し
て
、
地
域
に
貢
献
す
る
取
組
と
と
も
に
、
専
門
分
野
の
特
性
に
配

慮
し
つ
つ
、
強
み
・特
色
の
あ
る
分
野
で
世
界
･全
国
的
な
教
育
研
究
を

推
進
す
る
取
組
を
中
核
と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

主
と
し
て
、
専
門
分
野
の
特
性
に
配
慮
し
つ
つ
、
強
み
・特
色
の
あ

る
分
野
で
地
域
と
い
う
よ
り
世
界
･全
国
的
な
教
育
研
究
を
推
進

す
る
取
組
を
中
核
と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

主
と
し
て
、
卓
越
し
た
成
果
を
創
出
し
て
い
る
海
外
大
学
と
伍
し
て
、

全
学
的
に
卓
越
し
た
教
育
研
究
、
社
会
実
装
を
推
進
す
る
取
組

を
中
核
と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

平
成
２
８
年
度
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
に
お
け
る
３
つ
の
重
点
支
援
枠
に
つ
い
て
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重
点
支
援
①
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
人
材
育
成
・
研
究
を
推
進

ア
グ
リ
・
ラ
イ
フ
・
グ
リ
ー
ン
分
野
に
お
け
る
地
域
の
特
性
・
資
源
を

活
か
し
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
・
人
材
養
成
を
行
う
た
め
、
理
工
学

部
及
び
農
学
生
命
科
学
部
を
再
編
。

青
森
県
の
豊
富
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
風
力
、
地
熱
、
太
陽
光
、
バ

イ
オ
マ
ス
等
）
を
活
用
し
て
次
世
代
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
構
築

で
き
る
人
材
、
り
ん
ご
等
の
地
域
農
産
物
の
加
工
や
輸
出
を
促
進

す
る
人
材
等
を
養
成
し
、
地
域
創
生
に
寄
与

弘
前
大
学

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
先
端
融
合
研
究
を
中
心
に
、
地
域
企
業
を
始
め

と
し
た
国
内
外
の
企
業
・
研
究
機
関
か
ら
多
様
な
人
材
等
を
募
り
、

「
技
術
科
学
社
会
実
装
研
究
拠
点
（
仮
称
）
」
を
設
置
。
学
内
へ
の
企

業
誘
致
に
積
極
的
に
取
り
組
む
等
、
学
外
と
の
連
携
に
よ
る
工
学

系
人
材
の
育
成
、
研
究
成
果
の
社
会
実
装
に
よ
り
、
「
産
学
連
携
活

動
の
拠
点
」
や
「地
域
産
業
界
と
の
連
携
」を
一
層
推
進

豊
橋
技
術
科
学
大
学

宮
崎
県
内
の
自
治
体
や
企
業
等
と
連
携
し
、
県
内
全
域
を
フ
ィ
ー
ル

ド
と
し
た
課
題
解
決
型
実
習
や
長
期
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
必
修
化

し
た
「
地
域
資
源
創
成
学
部
」
を
設
置
。
経
営
系
を
コ
ア
に
農
学
・
工

学
等
の
理
系
分
野
を
加
え
た
異
分
野
融
合
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
構
築
し
、

地
域
の
社
会
・
経
済
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
で
き
る
人
材
を
養
成
し
、
地
方

創
生
に
寄
与

宮
崎
大
学

重
点
支
援
②
分
野
毎
の
優
れ
た
教
育
研
究
拠
点
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
推
進

東
京
芸
術
大
学

情
報
通
信
領
域
で
高
い
研
究
実
績
を
誇
る
情
報
理
工
学
研
究
科
と
情

報
シ
ス
テ
ム
学
研
究
科
を
有
機
的
に
融
合
さ
せ
、
「
情
報
理
工
学
域
」
、

「
情
報
理
工
学
研
究
科
」
を
設
置
。
学
生
が
段
階
的
、
探
究
的
に
専
門

分
野
を
選
択
す
る
学
士
課
程
・
博
士
前
期
課
程
の
一
貫
し
た
新
し
い
教

育
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
舞
台
で
活
躍
す
る
高
度
専
門

技
術
者
を
育
成

電
気
通
信
大
学

重
点
支
援
③
世
界
ト
ッ
プ
大
学
と
伍
し
て
卓
越
し
た
教
育
研
究
を
推
進

北
海
道
大
学
の
強
み
を
集
約
し
た
総
長
直
下
の
教
育
研
究
組
織
に
、

海
外
か
ら
一
線
級
教
育
研
究
ユ
ニ
ッ
ト
を
誘
致
し
、
先
端
的
国
際
共

同
研
究
に
よ
り
生
み
出
さ
れ
る
実
績
を
も
と
に
、
教
育
組
織
改
革
に

結
び
つ
け
、
新
学
院
「
医
理
工
学
院
」
、
「
国
際
感
染
症
学
院
」
等
の

設
置
計
画
に
加
え
て
、
新
た
に
「
ソ
フ
ト
マ
タ
ー
国
際
大
学
院
」
、
「
サ

イ
バ
ー
情
報
学
専
攻
」
等
を
設
置
し
、
世
界
大
学
ラ
ン
キ
ン
グ
１
０
０

位
以
内
を
目
指
す
。

北
海
道
大
学

文
理
混
合
に
よ
る
課
題
解
決
型
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
「
国

際
教
養
学
部
」
を
設
置
。
海
外
留
学
を
必
修
化
す
る
と
と
も
に
、
高

度
な
学
修
支
援
を
行
う
ス
タ
ッ
フ
を
配
置
の
上
、
学
生
個
々
の
課
題

設
定
に
応
じ
た
テ
ー
ラ
ー
メ
イ
ド
教
育
を
実
施
。
学
問
横
断
的
な
総

合
科
学
の
観
点
か
ら
日
本
発
の
文
化
や
先
端
技
術
を
理
解
し
、
国

際
課
題
の
発
見
・
解
決
能
力
を
有
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
を
育
成

し
、
大
学
全
体
の
国
際
化
及
び
教
育
機
能
の
強
化
を
先
導
。

千
葉
大
学

新
た
な
研
究
領
域
と
世
界
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
研
究
成
果
を
創
出
す
る

た
め
、
研
究
組
織
を
有
機
的
に
集
約
し
た
「
科
学
技
術
創
成
研
究

院
」
を
設
置
。
海
外
大
学
、
国
内
大
学
等
の
第
一
線
の
研
究
者
、
研

究
グ
ル
ー
プ
と
人
材
交
流
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
海
外
一
流
企
業

等
の
研
究
拠
点
を
広
く
受
け
入
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
「
世
界
の
研
究
ハ

ブ
」
を
実
現
。

東
京
工
業
大
学

ﾛ
ﾝ
ﾄﾞ
ﾝ
芸
術
大
学
、
ﾊ
ﾟﾘ
国
立
高
等
音
楽
院
等
か
ら
世
界
一
線
級
の
ｱ
ｰ

ﾃ
ｨｽ
ﾄﾕ
ﾆ
ｯ
ﾄを
誘
致
し
「
芸
術
研
究
院
」
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
ｸ
ﾞﾛ
ｰ
ﾊ
ﾞ

ﾙ
展
開
を
加
速
度
的
に
推
進
す
る
た
め
「
国
際
芸
術
創
造
研
究
科
」
等

戦
略
的
な
大
学
院
組
織
を
新
設
。
海
外
一
流
芸
術
大
学
と
の
国
際
共

同
ｶ
ﾘ
ｷ
ｭ
ﾗ
ﾑ
構
築
や
飛
び
入
学
を
起
点
と
し
た
早
期
教
育
ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
導

入
等
を
通
じ
て
世
界
ﾄｯ
ﾌ
ﾟｱ
ｰ
ﾃ
ｨｽ
ﾄの
戦
略
的
育
成
を
推
進
し
、
国
際

的
芸
術
教
育
研
究
拠
点
と
し
て
の
機
能
を
強
化

国
立
大
学
の
機
能
強
化
を
推
進
す
る
た
め
の
組
織
整
備
の
例
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平
成

23
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
学
校
法
人
（
公
益
社
団
・
財
団
法
人
、
社
会
福
祉
法
人
等
）
へ
の
個
人
寄
附
に
係
る
税
額

控
除
と
所
得
控
除
の
選
択
制
が
導
入
さ
れ
た
が
、
国
立
大
学
法
人
等
に
つ
い
て
も
、
同
様
の
制
度
を
導
入
す
る
。

国
立
大
学
法
人
へ
の
寄
附
に
対
す
る
税
制
措
置

所
得
税
（
現
行
：
所
得
控
除
の
み
）

（
寄
附
金
額
－

2,
00

0円
）
を
所
得
か
ら
控
除

所
得
税
（
要
望
：
所
得
税
と
税
額
控
除
の
選
択
制
）

○
税
額
控
除
（
（
寄
附
金
額
－
2
,0
0
0
円
）
×
4
0
％
を
所
得
税

額
か
ら
控
除
※
）
と
所
得
控
除
と
の
選
択
制
の
導
入

※
所
得
税
額
の
2
5
％
を
限
度

改
正
内
容

税
額
控
除

所
得
控
除

年
収

（
所
得
税
率
）

50
0万
円

（
5％
）

70
0万
円

（
10
％
）

10
00
万
円

（
20
％
）

15
00
万
円

（
33
％
）

年
収

（
所
得
税
率
）

50
0万
円

（
5％
）

70
0万
円

（
10
％
）

10
00
万
円

（
20
％
）

15
00
万
円

（
33
％
）

寄
附
金
額

控
除
額
（
円
）

寄
附
金
額

控
除
額
（
円
）

1万
円

3,
20

0
3,

20
0

3,
20

0
3,

20
0

1万
円

40
0

80
0

1,
60

0
2,

64
0

5万
円

14
,8

75
19

,2
00

19
,2

00
19

,2
00

5万
円

2,
40

0
4,

80
0

9,
60

0
15

,8
40

10
万
円

14
,8

75
39

,2
00

39
,2

00
39

,2
00

10
万
円

4,
90

0
9,

80
0

19
,6

00
32

,3
40

10
0万
円

14
,8

75
41

,3
75

14
4,

62
5

38
1,

60
0

10
0万
円

49
,9

00
83

,9
00

19
9,

60
0

25
7,

54
0

※
減
税
額
（
い
ず
れ
も
夫
婦
と
子
供
２
人
（
大
学
生
と
高
校
生
）
の
給
与
所
得
者
を
想
定
）

※
枠
内
が
、
よ
り
高
額
な
控
除
額
を
指
す
。

参
考
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
（
平
成

27
年

6月
30
日
閣
議
決
定
）
（
抜
粋
）

第
３
章
「
経
済
・
財
政
一
体
改
革
」
の
取
組
―
「
経
済
・
財
政
再
生
計
画
（
仮
称
）
」

５
．
主
要
分
野
毎
の
改
革
の
基
本
方
針
と
重
要
課
題

［
４
］
文
教
・
科
学
技
術
、
外
交
、
安
全
保
障
・
防
衛
等

国
立
大
学
法
人
に
対
す
る
個
人
か
ら
の
寄
附
金
に
つ
い
て
、
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
等
の
効
率
化
・
重
点
化
と
併
せ
て
、
所
得
控
除
と
税
額
控
除

の
選
択
制
を
導
入
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

平
成
2
8
年
度
国
立
大
学
法
人
等
関
係
税
制
改
正
要
望
事
項
の
概
要
（
寄
附
税
制
の
拡
充
）

（
１
）
国
立
大
学
法
人
等
へ
の
個
人
寄
附
に
係
る
税
額
控
除
の
導
入
（
新
設
）
【
所
得
税
等
】
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２
．
国
立
大
学
法
人
の
財
務
運
営
に
つ
い
て
の
考
え
方
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財
政
制
度
等
審
議
会
資
料
に
お
け
る
考
え
方

●
国
立
大
学
が
高
い
質
を
確
保
し
な
が
ら
自
律
的
、
持
続
的
な
経
営
を
続
け
て
い
く
た
め
、

今
よ
り
も
運
営
費
交
付
金
に
頼
ら
ず
、
自
ら
の
収
益
に
よ
っ
て
経
営
力
を
強
化
し
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

●
そ
う
し
た
観
点
か
ら
、
例
え
ば
、
今
後
1
5
年
間
（
平
成
4
3
年
度
ま
で
）
で
、
国
立
大
学

法
人
収
入
の
全
体
に
占
め
る
運
営
費
交
付
金
へ
の
依
存
度
と
自
己
収
入
の
割
合
を
同
水

準
と
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
は
ど
う
か
。

●
こ
れ
を
確
実
に
実
現
す
る
た
め
、
毎
年
度
の
運
営
費
交
付
金
の
額
を
▲
１
％
ず
つ
減
少

さ
せ
る
。
（
運
営
費
交
付
金
を
毎
年
▲
１
％
減
少
さ
せ
、
自
己
収
入
を
毎
年
＋
1
.
6
％

増
加
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
）
。

運
営
費
交
付
金
の
現
状
と
国
立
大
学
の
課
題

運
営
費
交
付
金
は
、
国
立
大
学
の
運
営
基
盤
を
支

え
る
経
費
で
あ
る
が
､既
に
過
去

12
年
間
で
約

12
％
（

1,
47

0億
円
）
減
少

こ
の
間
、
教
育
研
究
活
動
を
支
え
る
常
勤
教
員
の

人
件
費
、
特
に
若
手
教
員
の
常
勤
雇
用
が
減
少

し
､優
秀
な
人
材
の
確
保
や
研
究
時
間
の
減
少
な

ど
に
弊
害

国
立
大
学
は
、
第
３
期
中
期
目
標
期
間
に
向
け
て

機
能
強
化
の
た
め
の
大
規
模
な
改
革
を
推
進
中
だ

が
、
改
革
を
進
め
る
戦
略
的
な
経
費
の
確
保
が

不
可
欠

毎
年

1.
6％
の
自
己
収
入
の
増
加
に
つ
い
て
の
考
え
方

◎
財
源
の
多
様
化
は
重
要
で
あ
り
、
法
人
化
以
降
は
、
各
大
学
に

お
い
て
自
己
収
入
の
獲
得
に
努
力

◎
し
か
し
、
寄
附
金
や
産
学
連
携
等
研
究
収
入
が
今
後
も
継
続
的

に
増
加
す
る
こ
と
が
必
ず
し
も
見
込
め
な
い
中
で
、
こ
れ
ら
で
運

営
費
交
付
金
の
削
減
分
（
平
成

32
年
ま
で
▲

53
6億
円
）
を
賄
う

こ
と
は
困
難

•
｢寄
附
金
収
入
｣は
、
自
己
収
入
に
占
め
る
割
合
が
約
１
割
で
あ
り
、
法
人
化
直
後
の
伸
び

と
比
べ
る
と
頭
打
ち
の
状
態

•
「
産
学
連
携
等
研
究
収
入
」
の
大
半
は
、
国
の
予
算
（
委
託
費
等
）
が
基
礎
で
あ
り
継
続
的

増
加
が
見
込
め
ず
、
か
つ
、
限
ら
れ
た
特
定
の
研
究
活
動
に
配
分
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、

教
育
研
究
基
盤
を
支
え
る
財
源
と
し
て
は
不
十
分

•
財
政
審
提
案
に
あ
る
よ
う
な
自
己
収
入
の
大
幅
な
増
加
は
、
授
業
料
の
大
幅
な
引
き
上

げ
に
つ
な
が
り
か
ね
ず
、
現
下
の
経
済
状
況
や
厳
し
い
家
計
状
況
で
は
困
難

国
立
大
学
法
人
の
財
務
運
営
に
つ
い
て
の
考
え
方

（
試
算
イ
メ
ー
ジ
）

第
１
期
～
第
２
期
中
期
目
標
期
間

（
平
成

16
年
度
～
平
成

27
年
度
）

第
３
期
中
期
目
標
期
間
以
降

15
年
間

（
平
成

28
年
度
～
平
成

43
年
度
）

既
に
▲
1
,4
7
0
億
円
減

さ
ら
に
1
5
年
間
で
、
▲
1
,6
0
0
億
円
の
減

運 営 費 交 付 金

自 己 収 入

大
学
の
自
助
努
力

（
※
寄
附
金
の
獲
得
や
産
学
連
携
等

の
推
進
、
授
業
料
の
引
き
上
げ
等
）

さ
ら
に

+
2
,0
0
0
億
円
の
増
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先
進
主
要
国
に
比
べ
、
我
が
国
の
高
等
教
育
へ
の
公
財
政
支
出
の
伸
び
は
小
さ
く
、
平
成
1
6
年
度
の
法
人
化
以
降
、
運
営

費
交
付
金
は
減
少
が
続
い
て
い
る
。

▲
9
8
億
円
減

（
▲
0
.8
%
）

▲
1
0
3
億
円
減

（
▲
0
.8
%
）

▲
1
7
1
億
円
減

（
▲
1
.4
%
）

▲
2
3
0
億
円
減

（
▲
1
.9
%
）

▲
1
1
8
億
円
減

（
▲
1
.0
%
）

▲
1
1
0
億
円
減

（
▲
0
.9
%
）

▲
5
8
億
円
減

（
▲
0
.5
%
）

▲
1
6
2
億
円
減

（
▲
1
.4
%
）

▲
5
7
4
億
円
減

（
▲
5
.1
%
）

3
3
1
億
円
増

（
3
.1
%
）

▲
1
7
7
億
円
減

（
▲
1
.6
%
）

法
人
化
以
降

１
，
４
７
０
億
円

約
１
２
％
の
減
少

○
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
の
推
移

○
高
等
教
育
機
関
へ
の
公
財
政
支
出
の
推
移

10
5

14
5

12
0

14
0

12
2

20
4

8010
0

12
0

14
0

16
0

18
0

20
0

22
0 20

00
20

05
20

06
20

07
20

08
20

09
20

10

O
EC

D平
均

2
0
0
0
年
の
水
準
を
1
0
0
と
し
た
値

（
2
0
1
0
年
の
物
価
を
基
準
と
し
て
換
算
）

出
典
：
O
E
C
D
「
図
表
で
み
る
教
育
」
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6,
88

2 
億
円

5,
97

4億
円

5,
50

0

6,
00

0

6,
50

0

7,
00

0

18
年
度

19
年
度

20
年
度

21
年
度

22
年
度

23
年
度

24
年
度

25
年
度

看
過
し
が
た
い
状
況
が
見
ら
れ
る
。

教
育
研
究
活
動
を
支
え
る
常
勤
教
員
の
人
件
費
、
特
に
、
若
手
研
究
者
の
常
勤
雇
用
が
減
少
し
、
大
学
院
進
学
者
の
減
少

な
ど
、
優
秀
な
人
材
の
確
保
に
支
障
が
生
じ
る
と
と
も
に
、
研
究
時
間
の
減
少
な
ど
の
弊
害
が
生
じ
て
い
る
こ
と
な
ど
の

看
過
し
が
た
い
状
況
が
見
ら
れ
る
。

○
常
勤
教
員
の
人
件
費
の
推
移

○
研
究
大
学
に
お
け
る
任
期
付
教
員
の
雇
用
財
源
調
査

資
料
：
「
大
学
教
員
の
雇
用
状
況
に
関
す
る
調
査
」

【
H2
7年
９
月

文
部
科
学
省
、
科
学
技
術
・
学
術
政
策
研
究
所
】

・
研
究
大
学
（
R
U
１
１
）
に
お
い
て
は
、

任
期
な
し
教
員
ポ
ス
ト
の
シ
ニ
ア
化
、

若
手
教
員
の
任
期
な
し
ポ
ス
ト
の
減
少
・

任
期
付
ポ
ス
ト
の
増
加
が
顕
著
。

（
単
位
：
億
円
）

(
注
1
）
出
典
：
文
部
科
学
省
調
べ
。

(
注
2
）
平
成
1
9
年
度
以
降
の
人
件
費
に
は
、
会
計
基
準
変
更
に
と
も
な
う
セ
グ
メ
ン
ト
間
の
人
件
費
賦
方
法
の
見
直
し
に
よ
る
影
響
額
を
含
ん
で
い
る
。

(
注
3
)
人
件
費
に
は
、
附
属
病
院
以
外
の
推
移
を
示
し
て
い
る
。
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財
政
制
度
等
審
議
会
提
案
に
あ
る
よ
う
な
自
己
収
入
の
大
幅
な
増
加
は
、
授
業
料
の
大
幅
な
引
き
上
げ
に
つ
な
が
り
か
ね

ず
、
現
下
の
経
済
状
況
や
厳
し
い
家
計
状
況
で
は
困
難
で
あ
る
。

○
民
間
給
与
の
動
向
（
平
均
給
与
年
額
の
推
移
）

○
家
庭
の
年
収
別
学
生
数
（
割
合
）
の
推
移

「
寄
附
金
収
入
」
は
、
自
己
収
入
に
占
め
る
割
合
が
1
割
程
度
と
小
さ
く
、
ま
た
法
人
化
直
後
の
伸
び
に
比
べ
る
と
頭
打
ち

に
な
っ
て
い
る
こ
と
、
「
産
学
連
携
等
研
究
収
入
」
は
、
そ
の
大
半
が
、
現
状
で
は
国
の
予
算
（
委
託
費
等
）
を
基
礎
と
し

て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
今
後
も
継
続
的
に
増
加
す
る
こ
と
は
必
ず
し
も
見
込
め
な
い
。

単
位
：
千
円

出
典
：
民
間
給
与
実
態
統
計
調
査
【
国
税
庁
】

19
.1

 

50
.0

 

21
.3

 

9.
6 

21
.2

 

48
.9

 

20
.6

 

9.
3 

23
.7

 

47
.0

 

20
.5

 

8.
8 

24
.2

 

44
.4

 

22
.3

 

9.
1 

5.
0

10
.0

15
.0

20
.0

25
.0

30
.0

35
.0

40
.0

45
.0

50
.0

50
0万
円
未
満

50
0～

90
0万
円

90
0～

1,
30

0万
円

1,
30

0万
円
以
上

18
年
度

20
年
度

22
年
度

24
年
度

（
％
）

4,
12

0
4,

15
0

3,
90

0

3,
95

0

4,
00

0

4,
05

0

4,
10

0

4,
15

0

平
成

22
年
分

平
成

23
年
分

平
成

24
年
分

平
成

25
年
分

平
成

26
年
分

出
典
：
学
生
生
活
調
査
【
日
本
学
生
支
援
機
構
】

○
民
間
企
業
か
ら
の
研
究
資
金
等
受
入
額
の
推
移

出
典
：
文
部
科
学
省
調
べ

32
2

34
9

0

10
0

20
0

30
0

40
0

20
年
度

21
年
度

22
年
度

23
年
度

24
年
度

25
年
度

（
億
円
）

○
寄
附
金
収
入
の
推
移

65
6

98
5

96
6

90
2

13
6

0

50
0

10
00

15
00

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

個
人
寄
附

（
億
円
）

出
典
：
各
事
業
年
度
に
お
け
る
各
国
立
大
学
法
人
の
財
務
諸
表
等
よ
り
作
成

84
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第
3期
中
期
目
標
期
間
に
向
け
た
国
立
大
学
改
革
の
取
組
状
況

「
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
再
定
義
」
開
始

教
育
再
生
実
行
会
議
第
三
次
提
言

教
育
振
興
基
本
計
画
､日
本
再
興
戦
略

今
後
の
国
立
大
学
の
機
能
強
化
に
向
け
て
の
考
え
方

国
立
大
学
改
革
プ
ラ
ン

➤
平
成
26
～
28
年
度
で
新
た
に
1
2
学
部
設
置
さ
れ
る
（
予
定
含
む
）
な
ど
、
組
織
改
革
を

積
極
的
に
実
施

➤
年
俸
制
(約
9
,7
00
人
)や
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制
度
(9
2
人
)な
ど
、
人
事
･給
与
シ

ス
テ
ム
改
革
が
進
捗

➤
国
立
大
学
か
ら
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
会
社
等
へ
の
出
資
を
可
能
と
す
る
仕
組
み

の
創
設

24 年
度 25 年
度 26 年
度

「
日
本
再
興
戦
略
」
改
訂

20
14
､骨
太
の
方
針
、
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
総
合
戦
略

20
14

今
後
の
国
立
大
学
の
機
能
強
化
に
向
け
て
の
考
え
方
（
改
訂
）

27 年
度

国
立
大
学
経
営
力
戦
略

国
立
大
学
法
人
等
の
組
織
及
び
業
務
全
般
の
見
直
し
に
つ
い
て

➤
中
期
目
標
･中
期
計
画
素
案
で
は
､4

3大
学
で
組
織
再
編
が
計
画
さ
れ
て
い
る
ほ

か
､先
進
的
取
組
や
高
い
数
値
目
標
の
設
定
な
ど
､各
大
学
か
ら
意
欲
的
に
提
案

第
３
期
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
の

在
り
方
に
つ
い
て
（
審
議
ま
と
め
）

➤
機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
た
取
組
を
き
め
細
か
く
支
援
す
る
た
め
、
予
算
上
、

三
つ
の
重
点
支
援
の
枠
組
み
を
新
設

➤
学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
予
算
面
で
発
揮
し
、
組
織
の
自
己
変
革
や
新
陳
代

謝
を
進
め
る
た
め
｢学
長
の
裁
量
に
よ
る
経
費
｣を
区
分

「
日
本
再
興
戦
略
」
改
訂

20
15
､骨
太
の
方
針
、
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
総
合
戦
略

20
15

中
央
教
育
審
議
会
「
新
た
な
未
来
を
築
く
た
め
の
大
学
教
育
の
質
的
転

換
に
向
け
て
」
答
申

28 年
度

第
３
期
中
期
目
標
期
間
開
始

学
校
教
育
法
･国
立
大
学
法
人
法
一
部
改
正
法
の
施
行

➤
大
学
運
営
に
お
け
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
を
促
進
す
る
た
め
、
教
授
会
等
の
規
定
の

見
直
し
、
国
立
大
学
法
人
の
学
長
選
考
の
透
明
化
等

◆
国
立
大
学
に
お
け
る
特
色
あ
る
学
部
等
設
置
の
状
況
（
主
な
も
の
）

国
立
大
学
改
革
の
こ
れ
ま
で
の
動
き
と
主
な
成
果
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（
参
考
）

財
政
制
度
等
審
議
会
財
政
制
度
分
科
会

に
お
い
て
示
さ
れ
た
資
料

平
成

27
年

10
月

26
日

財
政
制
度
等
審
議
会
財
政
制
度
分
科
会

配
付
資
料
２
抜
粋
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6

3
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0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

万 人  

進
学
率
１

(大
学
＋
短
大
＋
高
専
＋
専
門
学
校
）
 

収
容
力
（
大
学
＋
短
大
）
 

現
役
志
願
率
（
大
学
＋
短
大
）
 

大
学
：

  
  
 5
1
.5
% 

短
大
：

  
  
  
5
.2
% 

高
専
４

年
次
：
0.
9%
 

専
門
学
校
：

 2
2
.4
% 

進
学
率
２
（
大
学
＋
短
大
）
 

大
学

：
51
.5
% 

短
大
：

 5
.2
% 

大
学
：
54
.9
% 

短
大
：
 5
.4
% 

短
大

入
学

者
数

（万
人

） 

専
門

学
校

入
学

者
数

（万
人

）
 

高
校

等
卒

業
者

数
（万

人
）
 

1
8
歳

人
口

（
万

人
）
 

高
専

４
年

次
在

学
者

数
 

大
学

入
学

者
数

（
万

人
） 

●
 
18

歳
人

口
 

＝
 

３
年

前
の

中
学

校
卒

業
者

数
及

び
中

等
教

育
学

校
前

期
課

程
修

了
者

数
 

●
 

進
学

率
１

 
＝

 
当

該
年

度
の

大
学

・短
大

・専
門

学
校

の
入

学
者

、
高

専
４

年
次

在
学

者
数

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
18

歳
人

口
 

●
 

進
学

率
２

 
＝

 
当

該
年

度
の

大
学

・短
大

の
入

学
者

数
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
18

歳
人

口
 

○
 

高
校

等
卒

業
者

数
 

＝
 

高
等

学
校

卒
業

者
数

及
び

中
等

教
育

学
校

後
期

課
程

修
了

者
数

 
○

 
現

役
志

願
率

 
＝

 
当

該
年

度
の

高
校

等
卒

業
者

数
の

う
ち

大
学

・短
大

へ
願

書
を

提
出

し
た

者
の

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
当

該
年

度
の

高
校

等
卒

業
者

数
 

○
 

収
容

力
 

＝
 

当
該

年
度

の
大

学
・短

大
入

学
者

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

当
該

年
度

の
大

学
・短

大
志

願
者

数
 

年
度

 

１
８
歳
人
口
と
高
等
教
育
機
関
へ
の
進
学
率
等
の
推
移

 

国
立

社
会

保
障

・
人

口
問

題
研

究
所
 

「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
出

生
中

位
・
死

亡
中

位
）
」に

よ
る
 

出
典

：文
部

科
学

省
「学

校
基

本
調

査
」、

平
成

39
年

～
60

年
度

に
つ

い
て

は
国

立
社

会
保

障
・
人

口
問

題
研

究
所

「日
本

の
将

来
推

計
人

口
（出

生
中

位
・
死

亡
中

位
）」

を
基

に
作

成
 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
1

8
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1
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,6
7

9
  

1
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9
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9
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6

  

3
8

8
,4

5
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5
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0
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1
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,0
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1
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2
0

0
,0

0
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2
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0
,0

0
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3
0

0
,0

0
0

3
5

0
,0

0
0

4
0

0
,0

0
0

4
5

0
,0

0
0

5
0

0
,0

0
0

1
,0

0
0

,0
0

0

1
,1

0
0

,0
0

0

1
,2

0
0

,0
0

0

1
,3

0
0

,0
0

0

1
,4

0
0

,0
0

0

1
,5

0
0

,0
0

0

H
1

6
H

1
7

H
1

8
H

1
9

H
2

0
H

2
1

H
2

2
H

2
3

H
2

4
H

2
5

H
2

6
H

2
7

国
立
大
学
に
お
け
る
志
願
者
数
、
入
学
者
数
の
推
移

 

1
8
歳

人
口

及
び

国
立

大
学

法
人

の
入

学
志

願
者

、
入

学
定

員
数

 

○
 

 1
8歳

人
口

は
減

少
し

て
お

り
、

国
立

大
学

の
志

願
者

数
は

減
少

傾
向

。
 

○
 
一
方
､国

立
大
学
の
入
学
定
員
は
法
人
化
以
降
横
ば
い
で
推
移
。
そ
の
結
果
､倍

率
は
低
下
し
て
い
る
。

 

○
 
今
後
も
18
歳
人
口
が
減
少
し
て
い
く
中
で
、
高
等
教
育
の
質
保
証
の
観
点
か
ら
、

国
立

大
学

法
人

は
ど

の
程

度
の

規
模

を
保

つ
べ

き
か

、
教

育
研

究
組

織
の

在
り

方
に

つ
い

て
再

考
す

べ
き

で
は

な
い

か
。
 

（
出

典
：
学

校
基

本
調

査
、

全
国

大
学

一
覧

）
 

（
人
）

 
（

人
）

 

平
成

1
6
年

志
願

倍
率

 

４
．

７
倍

 
平

成
2

7
年

志
願

倍
率

 

４
．

０
倍

 

１
８

歳
人

口
 

国
立

大
学

志
願

者
数

 

入
学

定
員

 

今
後

更
に

減
少

 

1
9
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前

年
度

増
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対
前

年
度

増
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対
前

年
度
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減
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2
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6
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▲
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9
1

6
1
,0

1
9

2
8

6
2
,1

3
2

1
,9

2
7

2
1
年

度
6
2
1
,8

0
0

▲
 
2
,0

1
1

6
1
,2

4
6

2
2
7

6
3
,4

2
8

1
,2

9
6

2
2
年

度
6
2
5
,0

4
8

3
,2

4
8

6
1
,6

8
9

4
4
3

6
4
,9

7
4

1
,5

4
6

2
3
年

度
6
2
3
,3

0
4

▲
 
1
,7

4
4

6
2
,7

0
2

1
,0

1
3

6
7
,5

9
3

2
,6

1
9

2
4
年

度
6
1
8
,1

3
4

▲
 
5
,1

7
0

6
2
,8

2
5

1
2
3

6
9
,3

7
1

1
,7

7
8

2
5
年

度
6
1
4
,7

8
3

▲
 
3
,3

5
1

6
3
,2

1
8

3
9
3

7
1
,5

1
1

2
,1

4
0

2
6
年

度
6
1
2
,5

0
9

▲
 
2
,2

7
4

6
4
,2

5
2

1
,0

3
4

7
5
,5

5
6

4
,0

4
5

2
7
年

度
6
1
0
,6

9
4

▲
 
1
,8

1
5

6
4
,6

7
7

4
2
5

7
8
,0

3
4

2
,4

7
8

対
1
9
年

度
増

減

職
員

数

▲
 
1
6
,7

0
8

3
,6

8
6

1
7
,8

2
9

年
度

学
生

数
教

員
数

国
立
大
学
の
学
生
数
と
教
職
員
数

 出
典

：
文

部
科

学
省

「
教

育
指

標
の

国
際

比
較

（
平

成
2

4
年

度
）
」
を

基
に

作
成

 

日
本

ア
メリ

カ
イ

ギ
リス

ドイ
ツ

フ
ラン

ス
Ｇ

５平
均

学
生

10
0人

当
た

りの
教

員
数

（人
）

9.9
6.5

6.1
8.4

6.4
7.2

比
率

（日
本

を
１と

した
場

合
）

1
0.7

0.6
0.8

0.6
0.7

○
 

平
成

19
年

度
以

来
、

国
立

大
学

の
学

生
数

は
▲

1
.7

万
人

減
少

し
て

い
る

が
、

教
職

員
数

は
約

2
万

人
増

加
し

て
い

る
。

そ
の

結
果

、
学

生
1
0
0
人

当
た

り
の

教
員

数
は

、
他

の
先

進
国

の
平

均
を

大
き

く
超

え
て

い
る

。
 

出
典

：
文

部
科

学
省

「
学

校
基

本
調

査
」

 

2
0
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国
立
大
学
法
人
収
入
額
の
推
移

 

運
営

費
交

付
金

補
助

金
等

収
入

授
業

料
等

収
入

雑
収

入
等

寄
附

金
産

学
連

携
等

研
究

収
入

等

H
1
6
年

度
1
3
,8

1
8

1
2
,4

2
1

1
,3

9
7

5
,8

0
8

3
,1

9
1

1
7
7

6
5
6

1
,7

8
4

1
9
,6

2
6
億

円

H
1
7
年

度
1
3
,9

4
6

1
2
,3

8
2

1
,5

6
4

6
,0

5
2

3
,6

0
4

2
1
4

7
2
5

1
,5

0
9

1
9
,9

9
8
億

円
+
3
7
2
億

円

H
1
8
年

度
1
4
,0

5
0

1
2
,3

8
9

1
,6

6
1

6
,2

3
4

3
,5

1
9

2
9
6

7
0
1

1
,7

1
8

2
0
,2

8
4
億

円
+
2
8
6
億

円

H
1
9
年

度
1
4
,0

2
0

1
2
,2

9
3

1
,7

2
7

6
,7

3
0

3
,5

1
3

3
2
9

8
7
0

2
,0

1
8

2
0
,7

5
0
億

円
+
4
6
6
億

円

H
2
0
年

度
1
4
,0

2
4

1
2
,2

1
1

1
,8

1
3

7
,1

0
9

3
,5

0
7

4
3
7

9
8
5

2
,1

8
0

2
1
,1

3
3
億

円
+
3
8
3
億

円

H
2
1
年

度
1
4
,8

8
2

1
1
,7

5
9

3
,1

2
3

7
,0

6
3

3
,4

9
4

5
3
0

8
7
6

2
,1

6
3

2
1
,9

4
5
億

円
+
8
1
2
億

円

H
2
2
年

度
1
3
,9

9
0

1
1
,3

7
2

2
,6

1
8

7
,1

3
8

3
,4

9
3

4
8
8

9
4
1

2
,2

1
6

2
1
,1

2
8
億

円
▲

 8
1
7
億

円

H
2
3
年

度
1
5
,0

8
2

1
2
,2

5
5

2
,8

2
7

7
,0

3
0

3
,4

4
3

4
4
8

9
2
7

2
,2

1
2

2
2
,1

1
2
億

円
+
9
8
4
億

円

H
2
4
年

度
1
5
,0

5
7

1
2
,1

6
9

2
,8

8
8

7
,0

8
2

3
,3

9
6

5
4
5

9
5
5

2
,1

8
6

2
2
,1

3
9
億

円
+
2
7
億

円

H
2
5
年

度
1
5
,3

2
2

1
1
,7

7
4

3
,5

4
8

7
,3

7
0

3
,3

4
5

6
1
7

9
6
6

2
,4

4
2

2
2
,6

9
2
億

円
+
5
5
3
億

円

自
己

収
入

の
内

訳

国
か

ら
の

支
出

内
訳

（
単

位
：
億

円
）

年
度

自
己

収
入

合
計

（
増

減
額

）

注
１

．
国

立
大

学
8
6
法

人
及

び
大

学
共

同
利

用
機

関
4
法

人
の

合
計

（
附

属
病

院
収

入
を

除
い

た
ベ

ー
ス

）
。

な
お

、
平

成
２

０
年

度
以

前
は

病
院

運
営

費
交

付
金

が
含

ま
れ

て
い

る
。

注
２

．
「
運

営
費

交
付

金
」
、

「
授

業
料

等
収

入
」
、

「
雑

収
入

」
に

つ
い

て
は

、
決

算
報

告
書

の
金

額
を

記
載

し
て

い
る

。

注
４

．
「
産

学
連

携
等

研
究

収
入

等
」
に

つ
い

て
は

、
決

算
報

告
書

の
「
産

学
連

携
等

研
究

収
入

及
び

寄
附

金
収

入
等

」
か

ら
「
寄

附
金

」
の

額
を

控
除

し
た

金
額

を
記

載
し

て
い

る
。

注
５

．
補

助
金

等
収

入
は

「
大

学
改

革
等

推
進

等
補

助
金

」
「
研

究
拠

点
形

成
費

補
助

金
」
等

の
機

関
補

助
と

「
科

学
研

究
費

補
助

金
」
等

の
個

人
補

助
の

合
計

数
値

と
し

て
い

る
。

　
　

※
機

関
補

助
に

つ
い

て
は

決
算

報
告

書
の

数
値

を
使

用
。

（
但

し
1
6
年

度
は

決
算

報
告

書
上

に
「
補

助
金

等
収

入
」
欄

を
設

け
て

い
な

い
た

め
、

財
務

諸
表

附
属

明
細

書
の

受
入

額
）

　
　

※
個

人
補

助
に

つ
い

て
は

、
大

学
の

収
入

で
は

な
い

（
預

り
金

）
た

め
、

決
算

報
告

書
に

は
計

上
さ

れ
な

い
。

そ
の

た
め

財
務

諸
表

附
属

明
細

書
よ

り
受

入
額

を
使

用
。

注
６

．
科

学
研

究
費

補
助

金
等

の
間

接
経

費
に

つ
い

て
は

、
「
自

己
収

入
（
雑

収
入

）
」
に

含
ま

れ
て

い
る

。
注

７
．

施
設

整
備

費
補

助
金

、
船

舶
建

造
費

補
助

金
、

出
資

金
（
H

2
4
年

度
）
等

は
計

上
し

て
い

な
い

。

注
３

．
「
寄

附
金

」
に

つ
い

て
は

、
決

算
報

告
書

の
数

値
を

使
用

。
（
但

し
H

1
6
～

H
1
8
年

度
は

決
算

報
告

書
上

に
欄

を
設

け
て

い
な

い
た

め
、

財
務

諸
表

附
属

明
細

書

※
構

成
比

 
 

 
 

 
６

７
．

５
％

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

３
２

．
５

％
 

 
 

（
１

４
．

７
％

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
４

．
３

％
）

 

○
 

運
営

費
交

付
金

は
減

額
と

な
っ

て
い

る
一

方
、

補
助

金
等

収
入

の
増

加
に

よ
り

、
収

入
額

は
年

々
増

加
し

て
い

る
。

 

○
 

教
育

・
研

究
の

質
の

向
上

の
た

め
、

多
様

な
収

入
源

（
授

業
料

収
入

、
共

同
研

究
収

入
、

資
産

運
用

等
）
の

確
保

を
目

指
す

べ
き

で
は

な
い

か
。

 

2
1
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国
立

大
学

法
人

の
収

入
構

成
 

（
除

く
附

属
病

院
収

入
） 

私
立

大
学

の
収

入
構

成
 

（
出

典
）
 

日
本

私
立

学
校

振
興

・共
済

事
業

団
「今

日
の

私
学

財
政

（大
学

部
門

）」
、

慶
応

義
塾

大
学

、
早

稲
田

大
学

は
事

業
報

告
書

 
（
注

１
）
 

大
学

部
門

は
法

人
部

門
、

附
属

病
院

及
び

研
究

所
等

の
別

部
門

の
数

値
を

含
ま

な
い

。
 

（
注

２
）
 

慶
応

義
塾

大
学

は
学

校
法

人
全

体
の

収
入

か
ら

附
属

病
院

部
門

を
除

い
た

ベ
ー

ス
、

早
稲

田
大

学
は

学
校

法
人

全
体

の
収

入
 

○
 

私
立

大
学

は
授

業
料

（
学

生
納

付
金

）
の

収
入

に
占

め
る

割
合

が
非

常
に

高
い

。
 

○
 

国
か

ら
の

支
出

は
国

立
大

学
法

人
で

は
約

７
割

と
な

る
が

、
私

立
大

学
で

は
１

割
程

度
で

あ
る

。
 

運
営
費
交
付
金

, 

51
.9

  

補
助
金
等
収
入
, 

15
.6

  

授
業
料
等

収
入

, 

1
4
.
7 
 

寄
附
金
, 
4.
3 
 

雑
収
入

等
, 
2.
7 
 

産
学
連

携
等

研
究

収

入
等
,
 
10
.
8 
 

国
立

大
学

法
人

 

補
助

金
, 1

0
.9

 
補

助
金

, 1
4

.5
  

補
助

金
, 1

3
.3

  

学
生

納
付

金
, 

 7
6

.9
 

学
生

納
付

金
,  

5
4

.8
  

学
生

納
付

金
, 

 6
5

.5
  

事
業

収
入

, 2
.2

 

事
業

収
入

, 9
.6

  

事
業

収
入

, 7
.5

  

寄
附

金
, 2

 

寄
附

金
, 8

.9
  

寄
附

金
, 3

.5
  

資
産
運
用

 

収
入

,
 
1.
7 

資
産

運
用

収
入

, 
6
.0
  

資
産

運
用

 

収
入
,
 
2.
6
  

手
数

料
, 

 2
.8

 

手
数

料
, 2

.3
  

手
数

料
, 4

.0
  

そ
の

他
, 3

.5
 

そ
の

他
, 3

.9
  

そ
の

他
, 3

.6
  

私
立
大
学
(
59
1大

学
・
大
学
部
門
) 

慶
応
義
塾
大
学

 
早
稲
田
大
学
 

（
出
典
）
決
算
報
告
書
の
計
数
を
基
に
作
成
 

国
立
大
学
法
人
と
私
立
大
学
の
収
入
構
成
の
比
較

 

国
か

ら
の

 
支

出
 

6
7

.5
％

 

2
2
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５

大
学

院
及

び
２

研
究

科
等

を
除

き
、

標
準

額
と

同
額

に
設

定
。

 

各
大

学
の

授
業

料
の

設
定

状
況

 
平

成
2

7
年

度
国

立
大

学
の

授
業

料
標

準
額

の
設

定
 

①
国

立
大

学
授

業
料

等
学

生
納

付
金

標
準

額
 

 
 

・国
立

大
学

の
授

業
料

標
準

額
に

つ
い

て
は

、
中

期
目

標
 

 
 

  期
間

（6
年

）毎
に

社
会

経
済

情
勢

や
家

計
負

担
の

状
況

 
   

   
 等

を
勘

案
し

つ
つ

、
標

準
額

を
見

直
す

こ
と

と
し

、
中

期
 

 
 

  目
標

期
間

中
は

そ
の

額
を

固
定

す
る

。
 

 ②
上

限
設

定
 

 
 

・各
国

立
大

学
法

人
の

自
主

性
・自

律
性

を
一

層
確

保
す

 
 

 
 

る
観

点
か

ら
、

平
成

1
9
年

度
か

ら
標

準
額

の
1

2
0
％

 
 

 
 

（＋
1

0
％

）に
引

き
上

げ
。

 

学
部

・
大

学
院

 
年

額
 

5
3
5
,8

0
0
 

法
科

大
学

院
 

年
額

 
8
0
4
,0

0
0
 

平
成

2
7
年

度
標

準
額

 

 
・標

準
額

と
異

な
る

額
に

設
定

（５
大

学
）

 

大
 

学
 

名
 

区
 

 
 

 
 

 
分

 
授

業
料

 
標

準
額

 
差

額
 

北
海

道
教

育
 

大
学

院
（教

職
大

学
院

を
含

む
） 

5
2

0
,8

0
0

 
5

3
5

,8
0

0
 

▲
1

5
,0

0
0

 

北
見

工
業

 
大

学
院

（博
士

課
程

）
 

5
2

0
,8

0
0

 
5

3
5

,8
0

0
 

▲
1

5
,0

0
0

 

千
葉

 
大

学
院

（博
士

課
程

）
 

5
2

0
,8

0
0

 
5

3
5

,8
0

0
 

▲
1

5
,0

0
0

 

東
京

 
大

学
院

（博
士

課
程

）
 

5
2

0
,8

0
0

 
5

3
5

,8
0

0
 

▲
1

5
,0

0
0

 

三
重

 
大

学
院

（博
士

課
程

）
 

5
2

0
,8

0
0

 
5

3
5

,8
0

0
 

▲
1

5
,0

0
0

 

・特
定

の
研

究
科

に
お

い
て

、
標

準
額

と
異

な
る

額
に

設
定

（
２

大
学

）
 

大
 

学
 

名
 

区
 

 
 

 
 

 
分

 
授

業
料

 
標

準
額

 
差

額
 

東
北

 
経

済
研

究
科

 
会

計
専

門
職

専
攻

 
5

8
9

,3
0

0
 

5
3

5
,8

0
0

 
5

3
,5

0
0

 

東
京

農
工

 
工

学
府

 
産

業
技

術
専

攻
 

5
7

2
,4

0
0

 
5

3
5

,8
0

0
 

3
6

,6
0

0
 

国
立
大
学
授
業
料
の
設
定
状
況

 

○
 

文
部

科
学

省
令

（国
立

大
学

等
の

授
業

料
そ

の
他

の
費

用
に

関
す

る
省

令
）に

お
い

て
「
標

準
額

」
を

規
定

。
 

○
 

各
大

学
は

「標
準

額
」の

12
0
％

を
上

限
に

、
そ

の
範

囲
内

で
学

則
等

に
お

い
て

そ
れ

ぞ
れ

授
業

料
を

設
定

 
 

 

（下
限

は
未

設
定

）で
き

る
が

、
実

際
に

標
準

額
と

異
な

る
額

を
設

定
し

て
い

る
大

学
は

限
ら

れ
て

い
る

。
 

2
3
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安
定
的
な
国
立
大
学
法
人
運
営
の
た
め
に

 

○
 

厳
し

い
財

政
状

況
、

少
子

化
の

中
で

も
国

立
大

学
法

人
が

安
定

的
な

経
営

を
行

っ
て

い
く

こ
と

を
可

能
と

す
る

た

め
、

例
え

ば
、

今
後

1
5
年

間
（
平

成
4
3
年

度
ま

で
※

）
に

、
運

営
費

交
付

金
に

依
存

す
る

割
合

と
自

己
収

入
割

合
を

同
じ

割
合

と
す

る
こ

と
を

目
標

と
し

て
設

定
。

 

○
 

そ
の

た
め

に
は

、
運

営
費

交
付

金
依

存
度

を
毎

年
0
.5

％
低

下
さ

せ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

現
在

の
教

育
・研

究

規
模

を
維

持
し

つ
つ

、
こ

れ
を

実
現

す
る

た
め

に
は

、
運

営
費

交
付

金
を

毎
年

▲
１

％
減

少
さ

せ
、

自
己

収
入

を

毎
年

＋
1
.6

％
増

加
さ

せ
る

こ
と

が
必

要
。

 

 
※

 平
成

43
年

度
は

、
こ

の
試

算
の

起
点

で
あ

る
平

成
25

年
度

の
出

生
者

が
18

歳
と

な
る

年
で

あ
り

、
ま

た
、

18
歳

人
口

が
初

め
て

10
0万

人
を

下
回

る
年

で
も

あ
る

。
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H
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自
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収

入
 

補
助

金
 

運
営

費
 

交
付

金
 

運
営

費
交

付
金

依
存

度
 

自
己

収
入

割
合

 

2
2

,6
9

2
 

2
2

,7
5

8
 

国
立
大
学
法
人
収
入

※
除
く
附
属
病
院
収
入
の
長
期
試
算

 

※
平

成
2

5
年

決
算

を
も

と
に

作
成

 2
3

,1
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（
億

円
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テ
ー
マ
２
：
ま
と
め

 

❍
 

先
進

国
中

最
悪

の
財

政
状

況
を

抱
え

る
我

が
国

に
お

い
て

、
国

立
大

学
が

高
い

質
を

確
保

し
な

が
ら

自
律

的
、

持
続

的
な

経
営

を
続

け
て

い
く

た
め

に
は

、
今

よ
り

も
国

費
（
渡

し
切

り
の

運
営

費
交

付
金

）
に

頼
ら

ず
、

自

ら
の

収
益

で
経

営
し

て
い

く
力

を
強

化
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 
 ❍

 
そ

う
し

た
観

点
か

ら
、

例
え

ば
、

今
後

1
5
年

間
（
平

成
4
3
年

度
ま

で
）
で

、
国

立
大

学
法

人
収

入
の

全
体

に
占

め
る

運
営

費
交

付
金

へ
の

依
存

度
と

自
己

収
入

の
割

合
を

同
水

準
と

す
る

こ
と

を
目

標
と

し
て

設
定

し
て

は
ど

う
か

。
そ

の
た

め
に

は
、

運
営

費
交

付
金

依
存

度
を

毎
年

度
▲

0
.5

％
程

度
低

下
さ

せ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

 
 ❍

 
こ

れ
を

確
実

に
実

現
す

る
た

め
、

毎
年

度
の

運
営

費
交

付
金

の
額

を
▲

１
％

ず
つ

減
少

さ
せ

る
。

大
学

に

と
っ

て
は

、
こ

う
し

た
運

営
費

交
付

金
の

減
少

の
目

安
が

あ
っ

て
は

じ
め

て
、

大
学

の
教

育
・研

究
の

質
を

維

持
・向

上
し

て
い

く
観

点
か

ら
、

寄
附

金
や

民
間

研
究

資
金

の
確

保
、

授
業

料
の

引
上

げ
な

ど
交

付
金

以
外

の

自
己

収
入

を
確

保
す

る
努

力
や

、
学

生
数

が
減

少
す

る
中

で
も

増
加

し
て

い
る

教
職

員
数

な
ど

に
つ

い
て

、
他

の
先

進
国

の
例

も
踏

ま
え

た
規

模
の

適
正

化
を

行
う

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
が

生
ま

れ
る

の
で

は
な

い
か

。
 

 ❍
 

そ
の

上
で

、
こ

の
削

減
に

よ
っ

て
確

保
さ

れ
る

財
源

の
一

部
を

活
用

し
、

成
果

（
研

究
成

果
や

組
織

の
ス

リ
ム

化
、

自
己

収
入

増
な

ど
）を

挙
げ

て
い

る
大

学
に

対
し

て
は

、
一

定
の

明
確

な
基

準
に

応
じ

て
、

別
途

、
経

営

力
強

化
の

た
め

の
資

金
（
補

助
金

）
を

交
付

す
る

こ
と

と
し

、
改

革
の

加
速

を
促

す
こ

と
と

し
て

は
ど

う
か

。

（“
pa

y 
fo

r 
pe

rf
or

m
an

ce
”
の

考
え

方
の

導
入

） 

2
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